研修出張様式１


研修等参加希望書

	研修名及び主催者

	経理スタッフ養成講座 ステップ2「経理スタッフ基礎ガタメ8ポイント」

	講師：公認会計士・税理士  車田 正光

	期　　間

	平成26年7月24日（木）～7月25日（金）　2日間

	

	場　　所

	ハーネル仙台

	住所：仙台市青葉区2-12-7

	研修内容

	基本編：会社経理の基礎知識、「法人税」の基礎知識、会社経理の税務、やさしい経営分析

	ケース・スタディ編：会社決算の進め方をマスターする、所得金額を求めてみよう、

	　　　　　　　　　　経営分析をやってみよう、やさしい資金管理

	総まとめ編：「利益」「所得」「現預金の残高」の関係

	

	参加者の希望理由　　平成 26年 7月 9日　職名及び氏名 事務員（経理）丹内 彩花　印

	　経理チームでお仕事祖させて頂く上での基礎的な知識を身に付け、今後の業務の理解を深めると

	共に、作業効率を上げる為。また、スキルアップへ繋がる一歩と考えた為。高等学校で学習し、得

	てきた商業の知識を踏まえ、今回の研修の参加を希望します。

	

	T.O.L.の推薦　　　平成　　年　　月　　日　職名及び氏名　　　　　　　　　　　　印

	推薦（どちらかに丸を記入）：　　する　　・　　しない

	コメント：

	管理者の推薦理由　平成　　年　　月　　日　職名及び氏名　　　　　　　　　　　　印

	

	

	

	


1． 研修の資料となる案内書、申込書等を添付すること

2． 「研修出張申請書及び予算書」を必ず添付すること

3． 管理者の推薦は必ず受けること

研修出張様式２
研修出張申請書及び予算書
医療法人　青仁会　理事長殿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

	
	C.E.O.
	印
	I.O.O.
	印
	T.O.L.
	印

	出張申請者
	丹内　彩花
	印
	施設名
	本部
	職種
	事務員（経理）

	出張目的
	経理スタッフ養成講座 ステップ２「経理スタッフ基礎ガタメ８ポイント」

	出張先
	ハーネル仙台

	出張先住所
	仙台市青葉区本町２－１２－７
	電話番号
	022-222-1121

	期　間
	平成26　年　7月　24　日（木）～　　7月　25　日（金）　　2日間

	出張予定

7/24（木）
	経費予定

	
	研修費/

経　費
	月日
	科　　目
	金　　額

	07：00　本部出発
	
	7/24、7/25
	受講料（2日間）
	49,000円

	　　　　　↓バス
	
	
	
	円

	07：17　八戸駅発
	
	
	
	円

	　　　　　↓JR新幹線はやぶさ8号
	
	
	
	円

	08：54　仙台駅着
	
	
	
	

	　　　　　↓徒歩
	
	
	
	

	09：02　地下鉄仙台駅発
	
	
	
	

	　　　　　↓仙台市営南北線
	経費小計　　　　　　　　　　　　　　　　　①
	49,000円

	09：03　広瀬通駅
	交通費
	月日
	区　　間　　　　機　関
	運　　賃

	　　　　　↓徒歩
	
	7/24
	バス代（松園町→八戸駅）
	150円

	09：08　ハーネル仙台着
	
	
	列車代（八戸→仙台→広瀬通）
	9,680円

	10：00　セミナー開始
	
	7/25
	列車代（広瀬通→仙台→八戸）
	9,680円

	16：30　セミナー終了
	
	
	バス代（八戸駅→松園町）
	150円

	（仙台市内1泊）
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	7/25（金）
	交通費小計　　　　　　　　　　　　　　　　②
	19,660円

	10：00　セミナー開始
	宿泊費
	月日
	宿 泊 先　　　　　TEL
	料　　金

	16：00　セミナー終了
	
	7/24
	宿泊代
	10,800円

	16：41　広瀬通駅発
	
	
	
	円

	16：42　地下鉄仙台駅着
	
	
	
	円

	16：54　仙台駅発
	
	
	
	円

	18：13　八戸駅着
	
	
	
	

	18：30　本部着
	
	
	
	

	
	宿泊費小計　　　　　　　　　　　　　　　　③
	10,800円

	
	出張予定経費　①＋②＋③＝
	
	7
	9
	4
	6
	0

	
	旅費払い出し希望日
	月　　　日


研修出張様式3
出張復命旅費精算報告書
所属  経理チーム　　　職名 事務　　　氏名　丹内 彩花　　　　　　　　　　　　

目的　経理スタッフ養成講座 ステップ２　　　　　　　　　　　　

「経理スタッフ基礎ガタメ８ポイント」　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

期間　平成26年　7月　24日～平成　26年　7月　25日（2日間）
使用金額　　　 　79,460 円也

上記の通り出張しましたので復命精算します

報告者　　　　　　　丹内　彩花　　　印
医療法人　青仁会

理事長　　千葉　潜　殿


使用明細書

	科　目
	金　　額
	備　　考

	研 修 費①
	49,000円
	

	　　　②
	円
	

	　　　③
	円
	

	④
	円
	

	交 通 費①
	19,660円
	

	　　　②
	円
	

	　　　③
	円
	

	④
	円
	

	宿 泊 費①
	10,800円
	

	　　　②
	円
	

	　　　③
	円
	

	④
	円
	

	合　　　計
	79,460円
	


1． 領収書添付のこと

2． 帰着後速やかに、研修報告書と一緒に提出のこと

研修出張様式4


研修報告書

	所　　属　　経理チーム　　　　職　種　　事務　　　　氏　名　　丹内　彩花

	期　　間　　平成　26年　7月　24日　～　平成　26年　7月　25日

	出張目的　経理スタッフ養成講座　ステップ２「経理スタッフ基礎ガタメ８ポイント」

	出 張 先　ハーネル仙台（宮城県仙台市）

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【経理スタッフ基礎ガタメ８ポイント】　―　基礎編　―

基本編　

ポイント１．会社経理の基礎知識

１：会社経理の必要性

○経理とは・・・日常の経済活動を数字化すること。

→数字化する際に必要とされる簿記の知識は「計算技術」である。

→経理規定に基づき、会計処理を行う。

　　　　　　　　　　　　　　　　↓ つまり

日常の経済活動を数字化し、簿記（計算技術）で全体（経済活動）を把握するためである。

また、過去会計は財務会計（制度会計）にも繋がるため、経済活動の管理が重要となる。

２：会社経理に関するやさしい法律

○企業会計原則・・・企業会計審議会より制定された、会計を行ううえでの基礎。（昭和24年 制定）

　　　　　　　　　　しかし、バブル崩壊後に起きた「会計ビックバン」により、会計処理が様々変化した。

　　　　　　　　　　　　　　→現在の会計処理は初めに制定された法律より様々変化している。

３：経理情報の流れ

○現場の会計情報は、外部と内部に提供される。

　　（ ex  :　外部→金融機関　内部→管理者　）

・ある会社では、内部提供を管理者だけでなく現場の従業員にも公開し、意識付けを行った。

　　→会計情報を実際に目にすることで、特に節約意識が高まったと考えられる。

○数字を正しく使用することで、会計情報は武器になる。

　　→誤った使用方法は、他企業への信頼性を落とすことになる。

４：収益と費用・資産の関係は

○１会計期間の経営成績・・・損益計算書（収益・費用）

　　　　　　　財政状態・・・貸借対照表（資産）

５：管理会計と財務会計

○管理会計 ・・・・・・・・会社を管理するための情報提供のこと。

○財務会計（制度会計）・・・制度によってデータ表示（の範囲）が定められるもの。事後処理をし、事実を数字化したもの。

・管理会計は財務会計（制度会計）と異なり、制度とは関係がないため、過去データに未来データを

加え、予算を立てることが出来る。

　　　　　 ↓ 予算管理をすることで…
　　目標を定め、これからどのような方向性に進んでいくのか明確にすることが出来る。

    （一般的に、管理会計が主に使用される）

ポイント２．法人税の基礎知識

１：企業に係る税金の種類

○課税をする方法において、国税には「収得税」「消費税」「流通税」「財産税」と大きく４つに区分することが出来る。

→このうち「収得税」は『所得税』と『収益税』に分けられる。

→「所得税」には『（個人）所得税』と『法人（所得）税』に分けられる。

２：法人課税のしくみ・・・所得金額の求め方

○所得の金額は、会社が算出した企業利益の金額に、企業会計の収益・費用と法人税の益金・損金の範　　　　　

　囲が違う箇所を調整（加算・減算）して算出する。

　　→利益の金額を調整する項目に、次の４つがあげられる。

a．益金算入・・・・企業会計上の収益ではないが、法人税では益金となるもの。

　　　b．益金不算入・・・企業会計上は収益であるが、法人税では益金とならないもの。

　　　c．損金算入・・・・企業会計上は費用ではないが、法人税では損金となるもの。

      d．損金不算入・・・企業会計上は費用であるが、法人税では損金とならないもの。

　　→上記のa d は利益金額に加算するが、b c は利益金額から減算する。

　〈 例 〉





　◇法人税の所得金額

　　∟　当期利益の金額 +（益金算入＋損金不算入）―（益金不算入＋損金算入）＝ 所得の金額

2,000  + （　500　+　1,000　.） ―（　 800　  +　200　） =  2,500　 円

　◇益金の額と損金の額から所得の金額を計算した場合

　　∟　収益の額 ( 10,000 )  +  益金算入 ( 500 ) － 益金不算入 (　800 )  ＝  益金の額  ( 9,700 )

　　　　費用の額  ( 8,000 )  +　損金算入 ( 200 ) － 損金不算入 ( 1,000 )  ＝  損金の額  ( 7,200 )

        　　　　　　――→   益金の額 ( 9,700 )  +  損金の額  ( 7,200 )  =  所得の金額 ( 2,500 )


　　　　　　　　　　　　　　　　　　―　　　　　　　　　　　　　＝  A



         B             C                D            E



　　　　　　　　　　　　　　　　　　―　　　　　　　　　　　　　＝

　◇前ページの図に表記したように、会社が算出した当期純利益の金額は、それが一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従っている限り、法人税の所得の金額とほぼ一致する。そこで、この利益金額をもとに、あとは、企業会計と法人税とで差異があるいくつかの部分を調整して所得の金額を計算すると簡単に算出することができる。

ポイント３．個別項目の実務ポイント　－ 会社経理と税務 －
１：売上は、いつ、いくらで計上するのか

(１)販売方法に応じた計上時期

　　○収益である売上は、実現主義にのっとって売上計上をする。（費用は発生主義である。）

　　　　→一般的な会計では、製品の引き渡しの際（債権が発生した際）に売上を計上。

※出荷基準や完成基準、検収基準は企業により様々異なる場合がある。

　 〈 ex 特殊商品売買の場合 〉

　　　　→委託販売・・・到着日に売上計上。（精算書は売った日付に基き発送）

　　　　　　　　　　　　∟搬送中に決算日が重なってしまった場合、積送品は棚卸へ計上。

→試用販売・・・消費者の意思決定で売上計上。

　　

( 2 )売掛金管理の必要性

　 ○代金（売掛金）の回収を行わないと売上が完了しないため、売掛金管理を怠ると正確な売上

計上が出来ない。

　　　　　　　　　　↓　そのため…
事業内容を定期的に調査することが大切である。

　→売上額が異なっていないか。

→売掛金の管理を正確に行っている信用会社であるか、否か。

２：売上原価はどのように計算するか

( 1 )売上原価の計算の仕方

· 売上原価 ＝　期首商品棚卸高 + 当期商品棚卸高 － 期末商品棚卸高

( 2 )棚卸資産とは、どんなものか

　○棚卸資産とは、商品、製品、半製品、仕掛品、原材料、補助原材料などをいう。ただし、証券

会社などで保有している商品（有価証券）は棚卸資産とはならない。また、金、銀、白銀などの

短期売買商品も棚卸資産には該当しない。

( 3 )期末棚卸高のとらえ方と経理処理

　○商品の値が一定しており、取引品目も限られているような業種では、簡単に計算が出来るが、

商品の種類や数が何千何万とあり、同じ商品でも仕入値が異なる場合はとても手間がかかってしまう。そこで、( 4 ) へ。

( 4 )棚卸資産の評価方法

　○法人税では、期末棚卸高を計算しやすくするために、次の評価方法があげられている。

　　評価方法　・・・　原価法　―→　個別法、先入先出法(a)、総平均法(b)、移動平均法、

　　　　　　　　　　　　 　　　　 　最終仕入原価法(c)、売上還元法　〈仕入れた価格〉

　　　　　　　・・・　低価法　―→　上記の評価方法を基礎にする　　〈仕入に残っている〉

(a) 先入先出法・・・・・先に仕入れた商品から先に払い出されるという計算から、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末の在庫を期末に最も近い時期に仕入れた商品から順次

成るものとして評価する。

(b) 総平均法・・・・・・期首の在庫高と期中の仕入高の合計額を期首の個数と仕入個　

数の合計で除した金額を期末評価額の単位として評価する。

(c) 最終仕入原価法・・・期末に最も近い時期の仕入単価で評価する。

○上記にあげた６つの方法の「原価法」が主に使用されてきたが、平成20年度から「低価法」を

使用した評価方法が強制されるようになった。

３：固定資産に関する会計処理

( 1 )貸借対照表の分類は

　○[借方]資産・・・流動資産（1年以内）、固定資産（1年以上）、繰延資産

　　[貸方]負債、純資産

( 2 )固定資産と減価償却資産

　○固定資産・・・・・有形固定資産、無形固定資産、生物

　○減価償却資産・・・有形減価償却資産、無形減価償却資産、生物

　　

（注）　 上記の資産の中は、時の経過とともに価値が減っていく資産に限られているため、例として

　　 「土地」「貴金属」「書画骨董」など、どちらかというと時がたつほど価値が高くなるものは減価償却資産には該当しない。価値が上昇する「書画、骨董」のなかでも装飾用の複製画のようなものは減価償却の対象になる。これらの判断がつかないときは、1点20万円（絵は号2万円）未満のものは、書画、骨董にしない。減価償却資産であっても、取得価格が10万円未満のものや、使用可能期限が1年未満のものについては金額的に消耗品のようなものであり、事業の用に供した期で損金経理をすれば、損金の額に算入される。

（注）　資本金1億円以下の一定の中小企業や農業協同組合等で、青色申告法人に該当するものが、

　　　平成18年4月1日から平成28年3月31日までの間に取得等として、事業に供した減価償却

資産については、取得価額が30万円のものを損金の額に算入する特例(合計で300万円が限度)

が設けられている。

 ( 3 )固定資産の経理処理と税務

◇取得価額に含まれるものは

　 ∟　取得価額とは、購入して使用するまでにかかった金額のことであるため、

売買単価、引取運賃、保険料 などが挙げられる。

　 ※「価額」と「価格」の意味は全く異なるので注意。

　　　　　　　　　∟単価のこと。

◇減価償却には、どのような方法があるか

　∟　平成19年度の法人税改正によって、従来からあった残存価額と償却可能限度の制度が廃止になり、資産の種類によって採用できる減価償却の方法が、平成19年3月31日以前に取得をされ　　たものか平成19年4月1日以後に取得をされたものかの区分によって、次のように限定される。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（次ページへ）

【 ①旧定額法　②旧定率法　③旧生産高比例法　④5年均等償却法　⑤旧国外リース期間定額法 】


　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　①のみ

　　　　　　　

①,②のいずれか


　　　　　　　　　　　　        　　  　　　　　　　　①,②,③のいずれか

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①のみ

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 　　　　　　①,③のいずれか

　④のみ

　　　　　　　　    

                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①のみ

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　⑤のみ

　〈 注 〉・平成10.3.31以前に取得された建物は①,②の選択が認められていた。

　　　　 ・平成10.3.31以前に所得された営業権は随意償却法によっていた。

◇平成19年4月1日以降に取得をされたもの

【　①定額法　②定率法　③生産高比例法　④5年均等償却法　⑤リース期間定額法　】


　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　①のみ

　　　　　　　

①,②のいずれか


　　　　　　　　　　　　        　　  　　　　　　　　①,②,③のいずれか

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①のみ

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　 　　　　　　①,③のいずれか

　④のみ

　　　　　　　　    

                    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　①のみ

　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　⑤のみ

〈 注 〉・リース資産については、平成20.4.1以降に締結されたものに適用。

　　　 ・一定のリース資産については、⑤に代えて、旧リース期間定額法を選択できる。

４：繰延資産の会計処理

　( 1 )繰延資産とはどういうものか

　　○繰延資産とは、法人が支出した費用で支出の効果が1年以上に及ぶものについて、支出時にその全額を費用とせずに繰り延べて費用化するもの。

  ( 2 )どうやって費用（損金）となるのか

　　○「旧商法上等」の繰延資産は、原則として随時償却によるため、法人の自由である。これは、旧商法や会社法が繰延資産の計上を積極的に認めていないことと、さらに計上した場合でも均等額以上の償却を要求していることの調整を図っているためである。

　　○「税法固有」の繰延資産は、次の算出（下記の計算）による償却限度額は定められている。

　　　　　　　　　　　　　　　　  当期の月数（※）　　　　　

　　　　　　支出金額　×　　――――――――――――――　　＝　償却限度額

　　　　　　　　　 　　　　　支出の効果の及ぶ機関の月数

                                       （※）期中支出の場合は、出自から期末までの月数

５：一般経理の経理処理

 ( 1 )税金に関する取扱い

　 ◇次の税金のうち、損金となるものと・損金にならないものとに区分しなさい。

　　　　　①固定資産税　②法人税　③法人事業税　④不動産取得税　⑤法人住民税

　　　　　⑥登録免許税　⑦印紙税　⑧事業所得税　⑨地価税　⑩消費税

　 ○損金となるもの・・・・・①,③,④,⑥,⑦,⑧,⑨,⑩

   ○損金とならないもの・・・②,⑤

 ( 2 )交際費は、いくらまで損金なのか

　  ○期末資本金額が1億円超の法人・・・・ 接待飲食費の額×50%

　　○期末資本金額が1億円以下の法人・・・ ①接待飲食費の額×50%

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ②年800万円

　〈 注 〉「接待飲食費」とは、交際費等のうち飲食その他これに類する行為のために要する費用

　　　　　（自社の役員や従業員などの接待飲食費は除く）及び帳簿書類に一定の記載事項が書かれているものである。

 ( 3 )寄付金は、いくらまで損金になるのか

　  ○寄付金は現金主義によって計算される。一般寄付金の損金算入額は、普通の法人では次の算式によって計算される。

　　　　　　　　　　　      　　 　　 　1

（ A + B ） ×　―――  ＝　損金算入限度額

　　　　　　　 　　       　　 4

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  当期の月数　　　　 　 2.5

　　　　　　　　＊ A ＝ 期末の資本金額等の額 × ―――――――　×　―――――

                                                      1 2              1,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2.5

                ＊ B ＝ 当期の所得金額　×　――――

                                               100

　　〈 注 〉上記の所得金額は、法人税申告書別表四「仮計」の金額に「支出寄付金の額」を加えた

　　　　　　ものである。なお、上記の1/4 は平成24年度の税制改正までは1/2 だった。

　　

○寄付金は、その支出の相手先や目的によって次の四つに区分され、これをもとに具体的な損金不算入

額の計算をする。

　　　　① 国又は地方公共団体に対する寄付金　② 財務大臣が指定した寄付金

　　　　③ 特定公益増進法人、認定NPO法人に対する寄付金　④ 一般寄付金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓

　　　これらのうち①については、全額が損金の額に算入されることになっている。例を挙げると、

　　市立の中学校で体育館を建設するに際して寄付をしたという場合、地方公共団体に対する寄付金

ため、無条件に損金算入が認められる。（損金算入の規制を受けない。）

　②は、寄付先が公益法人であり、広く一般に公募され、科学、文化、社会福祉に役立つものの

ため、①と同様に全額が損金算入となる。

　③は、特定公益増進法人とは、独立行政法人、公益社団法人、公益財団法人、日本赤十字社、社

会福祉法人、更生保護法人など特別に定められた法人をいい、認定NPO法人とは、特定非営利動

法人のうち一定の要件を満たすものとして国税長官の認定をうけたものをいうが、これらの団体の

主たる目的に対する寄付金は、次に示す特別損金算入限度額(A)を限度として損金の額に算入され

る。(3)に記載した一般の損金算入限度額の計算中のAの2.5/1,000を3.75/1,0001として、また、

Bの2.5/100を6.25/100として、さらに1/4は1/2として計算する。

　　　④の一般寄付金は、損金算入限度額を超えると損金不算入となり、次の表のようになる。



　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　損金算入


 別表四で加算

（損益不算入）

( 4 )貸倒損失は、どんな場合に計上できるか

　○商売に貸倒れはつきものだが、売掛金の回収の努力をあまりせずに、法人の都合で任意に貸倒れができるとしたら課税の公平が保たれない。そこで、法人税では、貸倒れの処理ができる場合を次の

3つに限定し、それぞれ厳しい条件をつけている。

　　　　① 法律的に債権が消滅したとき

　　　　② ①でないときは全額の回収不能が明らかなとき

　　　　③ 売掛債権については1年以上取引を停止したときなど

( 5 )消費税の経理処理

　○消費税は売上・仕入た段階で消費税を計上する。

　○税込処理と税抜処理を行い、特に税抜処理では限度額を計上することで、会社の経営状況を知ることができる。

６：引当金の経理処理

 ( 1 )引当金とは

　 ○法人税では、販売費、管理費その他の費用については、償却費を除いて期末までに債務が確定しない限り損金の額に算入しないことになっている。したがって、将来発生することが確実であっても債務の確定しない引当金の計上は認めないのが原則である。

　　　　① 将来の特定の費用・損失

　　　　② ①の発生が、当期が事象に起因している　　　　 費用として計上する

　　　　③ 発生する可能性が高い

　　　　④ ③の金額が合理的に見積もることができる。

７：受取利息・受取配当金の経理処理

 　○計上時期はいつか

　 ◇受取利息

　　∟ 貸付金の利子や預金利息などは、期間の経過に従って収益の額に計上するのが原則である。しかし、金融業や保険業を除く普通の法人では、受取利息は営業外の収益で金額もわずかなため、厳格な日割り計算をしないで、継続して期末までに支払日がきているものだけを、収益に計上してもよいことになっている。

　 ◇受取配当金

　　∟　支払日基準であり、株主総会で確定した配当日に計上する。

８：欠損金の税務上の取扱い

　○青色欠損金の繰越控除

　　∟　法人税の課税標準となる所得金額は、各事業年度ごとに計算するため、ある事業年度に欠損金

があっても、これを繰り越して次期以降の所得から控除できないのが原則である。しかし、もう

かったときにだけ課税されると、納税資金に困り、企業の資本の維持ができなくなってしまうこ

とにもなりかねない。

そこで、青色申告（法人の申告は、青色申告か白色申告によるが、このうち青色申告により提

出する申告書を青色申告書という）を提出した事業年度の欠損金に限り、9年間（以前は5年→

7年 と延びていった）の繰越控除を認めている。この制度の適用を受けるためには、欠損事業年

度だけ青色申告であることが必要だが、あとの事業年度では必ずしも青色申告書を提出しなくて

もよく、無申告の事業年度があるときは、その後の事業年度では繰越控除はできないということ

である。

　○その他の欠損金の繰越控除

　　∟　青色申告書を提出しなかった事業年度の欠損金であっても、災害によって法人の有する棚卸資

　　　産、固定資産、特定の繰延資産について生じた欠損金については、申告書（青色でなくても可）

　　　に記載することを条件として、9年間の繰越控除ができる。また、更新手続開始決定など一定の

　　　事実が生じたことに伴い、その法人の役員や株主（これらであった者を含む）から私財の提供を

　　　受けたり、債権者から債務免除を受けたりする場合がある。

通常であれば、これらの受贈益や債務免除益は法人の益金の額に算入され課税を受けることに

なる。しかし、これらをまともに課税すると法人税を払うことによって会社の再建ができなくな

ってしまう場合もでてくる。そこで、これらの受贈や債務免除を受けた日の属する事業年度に繰

り越された欠損金で、繰越控除できないものに相当する金額のうち、その私財提供益等に達する

までの金額を損金の額に算入することにしている。

　○青色欠損金の繰越控除の制限

　　∟　平成24年度の改正により、平成24年4月1日以降に開始する事業年度から、下記に示す中小

企業以外の法人の青色欠損金及び災害損失金については、従来の全額控除ではなく、その繰越控

除をする事業年度の繰越控除前の所得の金額の80％相当額となり控除額が制限される。つまり、

繰越欠損額が当期の所得の金額を上回っていた場合でも改正後は当期の所得の金額を20％相当

額が課税所得になる。

　① 普通法人のうち、資本金が1億円以下であるもの（資本金5億円以上の法人の100子法人等を除く。）または資本金若しくは出資を有しないもの。

　② 公益法人等又は協同組合等

　③ 人格のない社団等

ポイント４．やさしい経営分析　　　○良い会社の貸借対照表（B／S）↓　　（ 損益計算書→ P／L ）

	流動資産
	流動負債

	
	固定負債

	固定資産
	純資産


○損益分岐点（B.E.P）分析とその応用


売上


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利　益　


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　損　益　分　岐　点　
　固定費


　　　　　　　　　　　　　  　数量

　　　　　　　　　　　　固定費

　◇損益分岐点　＝　―――――――――　　　　　　　　　　　　      変動費

　　　　　　　　　　  １－変動費率 ※              ※ 変動費率 ＝ ―――――

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　売上高

○利益を伸ばすには・・・固定費、もしくは変動費を下げる。

　　　　　　　　　　　　数量を増やす。

―　考察　―

〈ポイント１．会社経理の基礎知識〉

１：会社経理の必要性

〇日常の経済活動を数字化することは、日々の売上や支出の小さな変化に気付くことが出来ると思った。また、会社を経営する際にとても重要な役割だと改めて実感した。

２：会社経理に関するやさしい法律

○今まで高等学校でも学習してきた内容は、法律に関して軽く触れる程度であり、会計処理が主だったためとても関心を引いた。

３：経理情報の流れ

○外部（金融機関等）や内部（管理者等）への情報提供だけでなく、従業員へも会計情報を公開し意識付けを行うことは、口頭よりも自分自身で確かめられるため説得力増し、従業員も他人事でなく意識が高まるのだと納得した。

４：収益と費用・資産の関係は

　○貸借対照表と損益計算書は、高等学校でも学習してきたため、この項目に関しては経理処理の復習となった。

５：管理会計と財務会計

　○会計の計算方法に２つの種類があったことを初めて知った。また、財務会計は制度会計とも呼ばれるため、制度によってデータ表示が定められることに納得した。主に使用されているのは管理会計であり、会議や決算報告等は管理会計であると理解した。

〈ポイント２．法人税の基礎知識〉

１：企業に係る税金の種類

　○普段生活を送る中や経理業務を行う中で、税金に関しては私の中で「税金」という大まかな存在であったため、今までの税金の種類の知識に加え、更に多くの税金の種類の存在を知ることが出来た。

２：法人税のしくみ・・・所得金額の求め方

· 所得金額の計算の仕方については、計算式を基に図や例を読み取り、再度式や文章を読むことで理解が深めることが出来た。式や文章だけではとても難しく感じたが、例や図を使用することで理解の深さが異なったため、今後の業務においても難しく感じた際は、図の作成や例を挙げ、作業効率を少しでも上げようを思った。

〈ポイント３．個別項目意の実務ポイント　―会社経理と税務―〉

１：売上は、いつ、いくらで計上するのか

　( 1 )販売方法に応じた計上時期

○「実現主義」に関しては高等学校で学習していたが、記憶が曖昧な部分もあったため、確認も含めて復習をすることが出来た。

( 2 )売掛金管理の必要性

　○売掛金の管理を行わないことで正確な売上計上できないため、もし実際に不確実な売上額になってしまった場合を想像した際、大変恐ろしくなった。今後業務を行う際にそのようなことがないようにしたいと改めて思った。

２：売上原価はどのように計算するのか

( 1 )売上原価の計算の仕方

○売上原価に関しても、高等学校で学習していた内容だったため、原理を再確認する復習となった。

( 2 )棚卸資産とは、どんなものか

○棚卸資産も上記と同様復習になったが、棚卸資産に該当しない商品を新たに知ることが出来た。

( 3 )期末棚卸高のとらえ方と経理処理

○棚卸資産の処理を行ううえで、評価法を行わない際に処理が大変な部分はどこであるかを考えた際、(4)の必要性を強く感じた。

( 4 )棚卸資産の評価方法

○原価法に関しては、主に使用される評価方法は知識としてあったが、それ以外の評価方法の存在

を知ることが出来た。また、平成20年度から「低価法」の使用の強制があったと知り、法律や

制度は徐々に変化していくのだと感じた。

３：固定資産に関する会計処理

( 1 )貸借対照表の分類は

○この項目に関しても、借方の資産と、貸方の負債・純資産の再確認、復習が出来た。

( 2 )固定資産と減価償却資産

　○固定資産の中に「生物」が含まれることを初めて知り、少し驚いた。「減価償却資産」という科目も初めて聞いたため、有形・無形・生物がそのまま減価償却資産になるのだと知ることができた。しかし、時価が上昇するものに対しての算入の見極めが必要になると感じた。

( 3 )固定資産の経理処理と税務

　◇取得価額に含まれるものは

　　→「価額」と「価格」の意味は全く異なるため、使い方を誤らないように気を付けようと思った。また、取得価額は普段の生活の中でも取得価格に例えられるものがたくさんあるのだと思った。

　◇減価償却には、どんな方法があるのか

　　→平成19年3月31日以前に取得されたものなのか、平成19年4月1日以降に取得されたかで

　　　償却方法が異なるため、固定資産の減価償却には注意が必要だと思った。また、平成10年3月31日以前もしくは以降に取得された際の償却方法も異なると知り、月日が経つごとに制度も変化していくのだと感じた。

４：繰延資産の会計処理

( 1 )繰延資産とはどういうものか

　○「次年度に繰り越すもの」と大まかに認識していたため、費用の支出の効果が「1年以上」に及ぶものということと、支出時に「全額を費用とせずに繰り延べて費用化」するのがポイントだと思った。

　( 2 )どうやって費用（損金）となるのか

　　○商法上等と税法固有との２種類があるため、ぞれぞれの繰延資産に合った償却方法を行うことが必要だと思った。

５：一般経理の経理処理

　( 1 )税金に関する取扱い

　　○損金になるものとならないものの税金の種類を知ることができたため、業務に関連する部分があった際は、自分の頭の中でどの税金がどちらに含まれるのか考えていきたいと思った。

( 2 )交際費はいくらまで損金なのか

　　○期末資本金額が1億円超の法人と1億円以下の法人とで損金の計算の仕方が異なるため、注意が必要だと思った。また、どちらの計算に関しても式の基本となるものが「接待飲食費」なので、交際費等のうちどれが接待飲食費に含まれるのかの見極めも必要であると思った。

( 3 )寄付金は、いくらまで損金になるのか

· 現金主義に基づいて行われるということと、計算式にしたがって損金限度額を算出できること

が分かったが、その支出の相手先や目的によって損金不算入額もあるため、計算式への応用力が大切だと思った。

　( 4 )貸倒損失は、どんな場合に計上できるか

　　○法人の都合で任意に貸倒れを行うことに対し、課税の公平が保たれないことに納得ができた。貸倒れの処理を行うには、それぞれ厳しい条件が定められているのだと思った。

　( 5 )消費税の経理処理

　　○税込処理と税抜処理を行うことで、消費税の課税額を知ることもでき、税抜処理の限度額を計上することで、会社の経営状況を明確に把握できることが分かった。

６：引当金の経理処理

　( 1 )引当金とは

　　○貸倒損失と同様、引当金を計上する際には原則や条件があることと、将来発生することが確実であっても債務の確定しない引当金の計上は認められないため、条件を満たさず安易に引当金の計上はしてはいけないと思った。

７：受取遅速・受取配当金の経理処理

　◇計上時期はいつか

　○受取利息に関しては、普通の法人では金融業や保険業を除き、厳格な日割り計算をせずに継続して

期末までに支払がきているものだけを収益に計上してもよいことになっているが、日々の業務の中

で発生した際には後回しにせず計上処理を行うことが大切だと思った。受取配当金については株主

総会で確定した配当日に計上することを知れた。

８：欠損金の税務上の取扱い

　○「青色欠損金」という用語を初めて聞き、繰越控除の内容につていも難しく感じたので、何度もテキストを読み直し、気になった部分は調べて理解を深めようと思った。

〈ポイント４．やさしい経営分析〉

　○貸借対照表（B／S）、損益計算書（P／L）、損益分岐点（B.E.P）に関しては前回同様、高等学校で学習してきた内容だったため確認を含めた復習となった。（）の中の英語表記ができることを初めて知り、他の表や経理の業務の中でも英語表記ができるものがあるのかと少し気になった。損益分岐点に関しては、利益を上げるための方法として、固定費もしくは変動費を下げる、数量を増やすのどれかを選択することによって大きく変化すると理解でき、今後の業務に関しても生かせる部分だと思った。

　今回の研修を通し、今後の経理業務・処理に対してとても理解を深められる内容だった。一部は高等学校で得た知識の復習部分もあり、応用としての知識が深くなったと感じたが、自分の知識の浅はかさを改めて実感した内容だった。特に、法律や原則にのっとって会計処理が細かく行われていることについては、ほぼ初めて知る内容が多かったため、復習も兼ねて研修を行う際に配布された資料を何度も読み返したいと思う。ケース・スタディ編（実践編）では、設例の仕訳（期間取引中、決算整理事項の会計処理）や計算（売上原価、減価償却費、貸倒引当金の法人税の繰入限度額、寄付金の損金算入限度額、比率分析）、表（貸借対照表、損益計算書、資金繰り表）の作成を行い、実際に数字を使って計算してみることで、計算の意味や式の意味を更に理解することができた。今回の研修では新たに得る知識が多かったため、得た知識を生かすと共に、経理に関する法律や制度に関心を持ちながら今後の業務に励んでいきたいと思う。
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 減価償却資産　 





建物（鉱業用を除く）





無形減価償却資産





鉱業用以外





鉱業用
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生物





鉱業権





営業権





国外リース資産





上記以外の有形減価償却資産（国外リース資産を除く。）





建物（鉱業用を除く）





鉱業用以外





上記以外の有形減価償却資産（国外リース資産を除く。）





 減価償却資産　 





鉱業用
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鉱業権
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営業権
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①と②のうちいずれか多い金額である。





国等への寄付金の額








損金不算入額





一般の損金算入限度額





指定寄付金の額





(A)と特定公益増進法人等に対する寄付金の額とのいずれか少ない額





 支出寄付金の額





当期の収益の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　10,000円


当期の費用（減価・費用・損失）の額        　　　　 8,000円


当期の利益の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 2,000円


益金算入の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 500円


益金不算入の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 800円


損金算入の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 200円


損金不算入の額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 1,000円





収益の額





10,000 円





法人税による調整





会社の計算による





費用の額





8,000 円





益金の額





9,700 円





損金の額





7,200 円





 益金不算入





 損金算入





 損金不算入





当期利益の金額





2,000円 





所得の金額





A + ( B+E )


－( C+D )


 = 2,500 円





益金算入





変動費








